
県内の商工団体や金融機関が連携して中小企業の成長分野進出や新市場開拓の取り組みを支援す
る「中小企業サポート連携拠点会議」を設置し、国・県の支援制度の活用や外部専門家（プロジェクトマ
ネージャー）によるハンズオン支援を実施
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①中小企業経営革新ｻﾎﾟｰﾄ事業



サポート連携拠点

やまなし産業支援機構

山梨県商工会連合会

山梨県中小企業団体中央会

甲府商工会議所

富士吉田商工会議所

山梨中央銀行

都留信用組合

甲府信用金庫

山梨信用金庫

山梨県民信用組合

日本政策金融公庫（甲府支店）

商工組合中央金庫（甲府支店）

山梨県信用保証協会

山梨県 新事業・経営革新支援課

支援フロー

中小企業経営革新サポート事業
つながり力で中小事業者を支援



②工業技術センターによる研究指導

県内中小企業の技術的課題の解決や新技術・新製品等の支援を通じて、競争力の
ある中小企業の育成・集積を促し、地域産業の振興・発展を推進。

（１）技術支援
・企業からの来所、電話による技術相談対応
・職員が企業の製造現場に直接訪問し、巡回技術支援を実施
・職員・客員研究員が企業の製造現場等に一定期間、集中的・継続的に直接訪問し技術支援を行う、県内中小企業
重点支援の実施

（２）依頼試験・設備利用
・企業からの依頼試験の試験結果を証明書として発行するとともに、結果に対する技術的支援の実施
・企業の生産技術向上、新製品開発等のため可能な限り施設・設備開放の実施

（３）研究開発
①重点化研究：やまなし科学技術基本計画の重点投資分野に沿った研究
②競争的資金研究：共同研究体の構成員として国等の委託や補助を受けて行う研究
③課題対応受託研究：企業等からの委託を受けて行う研究
④総理研研究：総合理工学研究機構研究管理要綱に基づき実施する研究
⑤経常研究：技術支援等のために行なう上記以外の研究

（４）人材育成
・各種講習会・研修会の実施

（５）情報提供・技術交流
・研究発表会開催、研究報告書発行、各種研究発表会、展示会への出展、ホームページ等による情報発信等

工業技術センター

６９名

富士工業技術センター

２２名



③事業引継支援センターとの連携支援

山梨県の現状
（１）県内経営者の高齢化（１０年で２歳上昇）

⇒県内経営者の平均年齢 ５９．４歳（平均引退年齢 中堅６７歳、小規模７０歳）
（２）県内経営者の後継者不在率 ６６．４％

⇒親族内承継の減少（全国ベース）
２０年前 親族内承継 ９２，６％ 第三者承継 ７．４％
現 在 親族内承継 ６０．５％ 第三者承継 ３９．５％

（３）県内経営者の交代率は ２．１３％（全国を０．３４ポイント下回る）
（４）県内の「休廃業・解散」件数 ２７２件

⇒休廃業、解散率は、２．０４２％で全国で７番目に高い値
（５）県内中小企業の ７５．６％が事業承継を経営課題と認識

⇒しかし、事業承継の取り組みをしていない企業が ６０．９％

後継者への円滑な引継・M＆A

山梨県事業引継ぎ支援センターとの連携
（１）事業承継全般の相談
（２）専門家の紹介
（３）Ｍ&Ａの支援
（４）セミナー・研修会開催
（５）掘り起こし



④やまなし起業サポート事業

・本県の開業率は4.8%（H26）と、全国の4.9%を下回っており、定住人口を確保するためには、
積極的に起業を促進し、開業率を高め、本県に「しごと」を創出することが必要

・県内における起業（創業）を促進するため、気運の醸成や事業計画作成などに向けた各種事業
による支援を実施

● ビジネスアイデアコンペ開催事業

起業に対する強い意欲を持つ者等を県内
外から募り、合宿形式の起業セミナーを開
催し、専門家がビジネスプランの作成を支
援するとともに、優秀なビジネスプランを
表彰

● やまなし起業フォーラム

活発化している起業促進に向けた動きを支援
し、起業の気運をさらに加速させるため、著名
な起業経験者を招いてフォーラムを開催

● 大学発ベンチャー起業促進セミナー

大学発ベンチャーの活性化を図るため、大学
コンソーシアムやまなしと連携し、大学研究者
等を対象としたセミナーを開催

● 女性の起業支援事業

起業を志す⼥性を対象に、起業経験者との交
流の場や経営に必要な知識を習得する機会など
を提供するプログラムを実施



③やまなしde就活女子応援事業
女子学生と県内企業で活躍する女性との座談会を開催し、その広報を通
じて、県内企業で働くことの意義・魅力を発信
・座談会 H28.10.30 開催予定
・ＰＲ用パンフレットの作成

④やまなし企業魅力発信親子セミナーの開催
県内中小企業への就職について理解を深めるため、来年度就職活動を行
う大学生と保護者を対象に、就職活動の流れや最近の企業の動向につい
ての講演、県内中小企業の経営者との意見交換会を実施
H28.11.27 開催予定

⑤ジョブカフェやまなしの運営
若者の就職活動を支援するため、甲府市ＪＡ会館・富士吉田市富士山駅
ビルにおいて、就職相談・適性診断から職業紹介までのサービスをワン
ストップで提供
（平成27年度実績）就職確認数 1,270人

⑥やまなし暮らし支援センターの運営
都内（千代田区有楽町 東京交通会館８階）において、移住やＵＩター
ン就職に関する情報を提供するとともに、ＵＩターン就職を促進するた
め、首都圏大学等への学校訪問等を実施

（平成27年度実績）・訪問学校数２１３校 ・出張相談回数４８回
・相談者のうち移住を決めた件数 210件

⑦やまなし就職応援ナビ・新卒者就職応援企業ナビの運営
イベント情報など就職活動に役立つ情報を提供するとともに、山梨県で
の就職を考えている新卒者に、県内企業の魅力や採用情報などを提供。
・登録企業数 594社

⑧『ユースバンクやまなし』による情報発信
県内外の大学等に進学した学生とその保護者に対し、就職イベントな
ど、県内就職に役立つ情報をメールマガジンで送信
･ユースバンクやまなし登録者：1,369名(H28.7月末時点)

⑤大学生等の県内就職促進に向けた取組み

１ 高校生の進路状況

○県外の大学等に就学している本県出身学生等のＵターン

就職・県内大学生等の県内中小企業への就職を支援し本県

における定住人口の確保につなげる

２ 本県の取り組み

高校卒業者
約8,600人
（H28年3月卒）

大学等進学
約6,950人

県内進学
40%(約2,750人)

県外進学
60%(約4,200人)

高卒就職
約1,450人

県内就職
1,300人

県外就職
150人

無業者
約200人

出典：学校基本調査

H26年度卒の
Ｕターン就職率
23.9%
≒1,000人

①Ｕ・Ｉターン就職フェアの実施
県外大学等で就学している本県出身学生等に県内中小企業等との面談の
機会を提供
・H28.6.8参加企業３６社、参加者２７名(マイナビルーム(東京))
・H28.7.1 参加企業１８社、参加者２１名(東京新卒応援ﾊﾛｰﾜｰｸ(東京))

②仕事探し応援！合同就職面接会の開催
平成29年3月大学等卒業予定者及び一般求職者（ＵＩターン希望者を含む）
を対象として、企業担当者との面接会を開催
・H28.8.3 参加企業数８０社 参加者１４９名（ベルクラシック甲府）

県内大学等
H26年度卒の
就職者
約3,700人
うち約1,700人
が県内就職



日本学生支援機構

⑥「奨学金」を活用した大学生等の県内定着の促進

産業界 県連携

県内大学や、都市部の大学から県内企業への就職を促進

出
捐

対象業種要件：機械電子産業における県内に本社を有する対象業種に該当する中小企業等

勤務年数要件：就業後３年勤務（卒業後１０年間のうち、通算８年勤務で満額支給）

①
①大学等
卒業２年前

に応募

② ②対象者を決定
（卒業前２年間の

奨学金が支援対象）

県内に本社を有
する中小企業等

③県内に本社を有する中小企業等に

就職し、県内に定住

県内勤務
県内定住

対象者
※１

③

「山梨県ものづくり人材就業支援基金」

⑤
⑤ 請求

⑥

⑥支援対象額

の１／８を
対象者に支払

対象者

対象者が在学中(卒業2年前) 一定期間勤務後

※１
1．日本学生支援機構
第一種奨学金受給者
2．大学等の工学部・理
学部の学生

以降、勤務９年目
まで④～⑥の
繰り返し

出
捐７５０万円程度

平成２８年度

２億２千万円

勤務状況を

確認し
毎年度

１／８支払

勤務年数と支払割合

【事業のイメージ】

勤務
１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

１／８
支払

１／８
支払

１／８
支払

１／８
支払

１／８
支払

１／８
支払

１／８
支払

１／８
支払

県内に本社を有
する中小企業等

④在職証明

④



⑦ワイン産地確立の推進

現 状 長期的課題 施策の方向
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醸造地別

原料ぶどう

生産地別

国内他産地の追い上げ
（日本ワインコンクール金賞受賞）
＊第１回から第１４回（2016）の累計

世
界
に
通
用
す
る
ワ
イ
ン
産
地
の
確
立

品質の向上

１ 原料ぶどうの品質向上

・甲州種

・マスカットべーリーＡ

・欧州系品種

シャルドネ、メルロー 等

2醸造技術の高度化

・先端技術の導入

・産地全体の品質向上

輸入ワインの拡大
（国税庁 Ｈ２６課税移出量より）

山梨県産は全体の５．７％
国産ワインの１９．１％

輸入, 
70.2%山梨, 

5.7%

県外, 
24.1%

原料ぶどうの確保

１ 甲州・マスカットべーリーＡ

・原料ぶどうの安定的供給量の
確保

＊高齢化・後継者不足への対応

＊ワインの安定的消費を維持

2欧州系品種

・地域特性にあった品種の普及

目標

農政・産業・観光が
連携した取り組み

１ 醸造用ぶどうの振興

○ 醸造用ぶどうの安定的供給

○ 醸造用ぶどうの品質向上

○ 新たな山梨の顔となる
欧州系品種の導入

２ ワイン生産の振興

○ ワインの品質向上と
製品の多様化

○ 産地全体の品質向上

○ 県産ワインの生産力強化

３ 消費拡大

○ 国内外における
プロモーションの実施

○ 国内外から人を呼び込む
ワイン観光の推進

質

量



⑧「買援隊」活動促進事業

・高齢化の進行、人口減少、定期バス路線等、公共交通機関の廃止や
身近な商店の減少等により、日常の買い物やサービスを受けたりするこ
とが困難な状況に置かれている「買い物弱者」が発生
・経済産業省 平成27年4月調査発表 買い物弱者はH22:約600万人
からH26:約700万人に増加

買い物弱者の現状

3 地域産業元気創造プロジェクト
【政策6】にぎわいを生み出す商業・中心市街地の活性化
3．「買援隊」の支援
日常生活の買い物に不便を感じている人々の買い物環境の改善を図るため、地

域の特性や住民のニーズ等に応じ、商店や商店街等が地域と連携して行う買い物
弱者対策のための取り組み（「買援隊」の取り組み）に対し支援するとともに、地域コ
ミュニティとしての役割を担う商店街等の活性化を図ります。

ダイナミックやまなし総合計画

◇山梨県買い物環境実態調査の実施
（調査概要）

・調査対象 高齢者、若者・子育て世帯を中心に8,000人
・調査方法 往復郵便によるアンケート方式

・調査項目 年齢、性別、世帯構成、自動車保有状況、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等の環境、
日常の買い物の利便性、食料品等の購入方法、頻度、移動手
段、 近隣商店への要望等

本県の買い物環境の実態と今後の対応

１ 実施主体
市町村、商店、商店街、商工会議所、商工会、民間事業者等

２ 補助対象事業
新規、又は従来より拡充して実施する次に該当する買援隊事業

①地域に店を作る事業（商店出張販売所、ミニスーパーの開設等）
②家や地域に商品を届ける事業
（移動販売、宅配事業、御用聞き、買い物代行等）

③商店街等へ送迎する事業（送迎サービス、買い物ツアーの実施等）
④地域の特性や住民のニーズに応じた買援隊の計画立案
（専門家による企画検討、ニーズ調査等）

⑤その他知事が買い物の利便性向上に資すると認める事業

３ 補助率
補助対象経費の１／３以内（かつ市町村補助額の１／２以内）
市町村が実施主体となる場合は、補助対象経費の１／２以内

４ 補助限度額 １，０００千円

買援隊活動促進事業費補助金 （H28当初予算 6,000千円）

(結果概要）

・買い物に不便を感じている人 51.7%
・近隣へのミニスーパー等の出店や、店舗への送迎サービスを要望
・地域により移動販売に依存する割合が高いため、その充実

・公共交通等の利便性の向上や、高齢者の見守り等、関連性が高い各
施策との連携も不可欠
・商店や商店街については、御用聞きや配]達サービスを要望

・市町村、商工 会、商店街等が連携して実施する「買援隊」の取り組みを
支援

地域のニーズに合わせた
効果的な対策を検討


